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藤　井　裕　基

今般のコロナ禍の経験で，多くの活動がデジタルの世界でもできることが分かった。国土政策において
も，リアルの世界からデジタルの世界への社会構造の大転換を踏まえ，「デジタルを前提とした国土の再
構築」を進めていく必要があるという現状認識に立って議論が進められており，本稿では，「国土の長期
展望専門委員会」が令和 3 年 6 月に公表した最終とりまとめの内容から，2050 年を見据えた「『真の豊か
さ』を実感できる国土」づくりを目指すにあたって重要な視点を紹介する。
キーワード：‌�国土の長期展望，デジタル，地域生活圏，交通ネットワーク，インフラ

1．はじめに

国土を取り巻く現状や変化を分析し，2050 年まで
の国土の姿を描き，長期的な課題を整理するととも
に，その解決方策について検討を行うため，令和元年
10 月に，国土審議会のもとに「国土の長期展望専門
委員会」を設置し，令和 2 年 10 月に中間とりまとめ
を公表，令和 3 年 6 月に最終とりまとめを公表した。
今回，「国土の長期展望」の最終とりまとめについて，

「持続可能で多彩な地域生活圏の形成」と「デジタル
の技術も活用した『交通ネットワーク』の充実」を中
心に報告を行う。

2．課題認識と国土づくりの目標

平成 27 年 8 月に閣議決定された現行の国土形成計
画の策定後において，新型コロナウイルス感染症の拡
大やグローバル社会におけるデジタル革命の急速な進
展に加え，中位推計を大幅に下回るような出生数の減
少や風水害を中心とした自然災害の激甚化・頻発化，
カーボンニュートラルの宣言に見られる地球環境問題
の切迫など，我が国の持続可能性を脅かしかねない急
激な状況の変化が生じている。

今般のコロナ禍の経験で，多くの活動がデジタルの
世界でもできることについて実感を持って知ることと

「国土の長期展望」最終とりまとめ
行政情報

特集＞＞＞　先端土木・建設技術の開発

図─ 1　「国土の長期展望」の課題認識や国土づくりの目標等
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なったが，一方で，命を救う活動や，人や自然とのふ
れ合い，物が届くことの有り難さなど，リアルの貴重
さも再認識することとなった。今後，デジタル化が進
展する中，引き続き残るリアルの世界においても，都
市的機能などについては，人口減少に対応して核とな
るエリアにコンパクト化を進めつつ，デジタル技術を
活用して効率化や利便性の向上を図ることにより，こ
れまでより少ない人口規模でも持続的に提供すること
が可能となる。これを踏まえると，デジタル世界の到
来は，これまで地理的条件の不利によって大きく制約
されてきた地方にとっては再生の好機となると考えら
れる。また，価値観が多様化する中で，多様で健全な
自然環境など，より貴重となる「リアル」を受け止め，
これを様々な社会課題の解決にも活用する多様性に富
んだ都市・地域も必要となる。

今後の国土政策においては，SDGs で掲げられた持
続可能な社会の実現に向け，地球環境問題等のリアル
世界の課題にも適切に対応しつつ，リアルの世界から
デジタルの世界への社会構造の大転換を踏まえ，「デ
ジタルを前提とした国土の再構築」を進めていく必要
がある。

このような現状認識のもと，2050 年を見据えて目
指す国土づくりの究極目標は，「『真の豊かさ』を実感
できる国土」である。「真の豊かさ」とは個々人の価
値観に基づくもので多様であり，それが何かを一律に
示すことはできないが，個々人がそれを追い求める上
での共通の土台は存在すると考えている。それは，災
害対応や医療の充実などの「①安全・安心」，多様な
選択肢の中から自分の価値観に合った生き方を自由に
選択できる「②自由・多様」，暮らしの利便性，「稼ぐ
力」等の物的豊かさや豊かな自然，文化や生きがい等
の心の豊かさである「③快適・喜び」，人・モノ・情
報の交流や多様な人々を支えあい，共感し，共に生き
る社会の構築等の「④対流・共生」と考えている。

このような国土づくりの目標の実現に向けては，3
つの視点が重要である。

1 つ目はローカルの視点である。価値観が多様化
し，テレワークの進展により「職場と仕事の分離」も
可能となるなかで，働き方・暮らし方・生き方を自由
に選択できる国土としていくためにも，また，快適で
安心して暮らし続けられる国土にしていくためにも，
地域資源等を生かした個性豊かで利便性の高い持続可
能な地域を，デジタル世界の到来という地方にとって
のアドバンテージを活かしつつ，多数創出していく必
要がある。

2 つ目はグローバルの視点である。多くの物資を輸

入に依存する我が国において安心・快適に暮らし続け
ていくためには，地球環境問題にも対応しつつ成長産
業を育成し，激化する国際競争の中で輸出を促進する
など，人口減少下であっても「稼ぐ力」を維持・向上
させていく必要がある。

3 つ目はネットワークの視点である。「デジタルを
前提とした国土の再構築」を図っていくためには，“人
と情報”をつなぐ情報通信ネットワークは不可欠であ
り，その前提となるデジタル基盤の整備や利用する
人々の IT リテラシーの向上とあわせて，充実を図っ
ていく必要がある。また，コロナ禍で再認識されたリ
アルな“人と人，人とモノとのつながり”の重要性も
高まっており，ローカル，ローカル間，ローカルとグ
ローバル，グローバルのいずれの局面においても，今
後はデジタルによる代替可能性も念頭に置きつつ，そ
れらをつなぐ交通ネットワークの維持や利便性の向上
を図っていく必要がある。加えて，ネットワークによ
る“つながり”をより広く捉えれば，“人と土地”と
のつながりである国土の適正管理，“人と自然”との
つながりである災害対応や地球環境問題，“人と社会”
とのつながりである共生社会の実現にも積極的に取り
組んでいく必要がある。

今般の新型コロナの経験を寧ろ社会をより良い方向
に大胆に変革していく機会ととらえ，デジタル世界の
到来を前提に，ローカル，グローバルの取組と，それ
らをつなぐネットワークの面からの取組を大胆に進め
ることで，「『真の豊かさ』を実感できる国土」の構築
を図る。

3．持続可能で多彩な地域生活圏の形成

ローカルの視点の取組みの方向性について説明す
る。先述の「真の豊かさ」の実現に向けて共通の土台
となる「自由・多様」を構築していく観点で，多様な
価値観に対応し様々な働き方・暮らし方・生き方を自
由に選択できる国土にしていくために，コロナ禍で再
認識された自然環境を始めとする地方の持つ「豊かさ」
も生かしながら，個性ある魅力的な都市・地域が全国
に数多く形成されることが望ましい。

また，「安全・安心」の観点から，首都直下地震等
の切迫に加え，今般のコロナ禍で実感をもって再認識
した東京の過密が抱える課題等も踏まえると，東京一
極集中の是正が必要である。さらに，国民の豊かさの
観点から，可処分所得で都道府県別の経済的豊かさを
比べると，上位40～60％の世帯である中央世帯では，
可処分所得から食料，住居費などの基礎支出を差し引
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くと東京都は 42 位に，さらに通勤時間を費用換算し
て差し引くと最下位になり，東京都の中間層の世帯
は，他地域に比べて経済的に豊かであるとはいえない
状況にある（図─ 2）。

脱炭素化に向けた再生可能エネルギーの有効活用の
観点からも，そのポテンシャルが高い地方への認識が
高まってきていることや，デジタル世界の到来がもた
らす地方にとってのアドバンテージについても考慮す
る必要がある。既にテレワークによる「職場と仕事の
分離」などに見られるように，デジタル世界の到来は
地方の地理的条件の不利を軽減する。またデジタル技
術の活用による効率化・利便性向上により，これまで
より人口規模が少なくても都市的機能等を維持できる
可能性が高まるのみならず，ビッグデータを活用した
デジタル技術の暮らしへの実装に当たっては，人々の
行動がコンパクトにまとまった地方の方が取り組み易
いというメリットもあるなど，地方を再生していく好
機であると考える。

一方で，我が国の産業構造はローカルとグローバル
に二極化していると言われるなか，経済成長を実現し

「稼ぐ力」を維持し続けていくためには，大都市が牽
引役となってグローバルの世界で都市間競争を勝ち抜
いていくことも必要である。

以上のような点を考慮すると，ポストコロナ時代に
は大都市と地方の双方の強みを生かすような国土づく
りを目指すべきであると考える。

デジタル世界に対応し，「真の豊かさ」の実現に向

け個性ある多様な都市・地域を全国に形成していくた
めには，経済圏を形成し，金融機関や大学等の高等教
育機関も存在することから，それらを核とした良好な
地域経済循環の形成に取り組むことができ，自然環境
や歴史・伝統・文化等の地域のアイデンティティーを
共有するために個性ある地域づくりの取組も可能であ
る「地域生活圏」に着目し，その維持・強化を図って
いく必要がある。

このような生活圏の範囲に関して，例えば「国土の
総合的点検」（平成 16 年国土審議会調査改革部会報告）
では，概ね百貨店や総合病院といった都市的機能をフ
ルセットで維持・提供することを前提に，それを可能
とする「人口規模で 30 万人前後，時間距離で 1 時間
前後のまとまり」を目安と考えていた。

一方で，近年，都市的機能の整備等が進展し，図─
3～ 5 のように，救急告示病院は，人口規模が 5 万人
以上の市町村でほぼ 10 割，百貨店・総合スーパーは，
5 ～ 10 万人の市町村で約 7 割，10 万人以上の市町村
で 9 割以上立地，大学・短期大学・高等専門学校は，
10 ～ 30 万人の市町村で約 7 割，銀行（本支店・営業所）
は，5 万人以上の市町村で 10 割立地する等，人口 10
万人前後の圏域でも概ね都市的機能を提供することが
可能になってきている。

新型コロナ感染症拡大を踏まえ，遠隔医療につい
て，初診から電話や情報通信機器を用いた診療を行う
ことが，時限的・特例的な取り扱いとして可能となっ
ており，遠隔医療が実施可能な医療機関の数も拡大し

図─ 2　都道府県別の経済的豊かさ（可処分所得と基礎支出）
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図─ 3　都市的機能の状況（医療）

図─ 4　都市的機能の状況（商業）

図─ 5　都市的機能の状況（教育・金融）



14 建設機械施工 Vol.73　No.12　December　2021

てきている（図─ 6）。
また，高規格道路等の整備や商業施設の大規模化に

より，人々の行動範囲が広域化・多様化してきている。
一方，デジタルを活用したまちづくりに関しては，

既にバイオ・健康系のデータを蓄積し，産業・社会に
役立てていこうとする取り組みが行われており，その
取り組み等によると，10 万人前後の人口規模が適正
であり，これくらいの規模であると，市民の理解を得
やすく，生活に関する市民データの取得とそれを活用
したきめ細かなサービスの提供が行いやすいとされて

いる（文末の参考 1，参考 2 の文献を参照）。
住民の行政コストの観点から見ると，自治体の人口

規模が大きくなるにつれて，1 人当たりの歳出額は小
さくなる傾向があるが，人口が 50 万人以上の自治体
が最小ではなく，人口 10 ～ 50 万人程度が比較的小さ
くなっている（図─ 7）。

これらを踏まえ，人口 10 万人前後の圏域を一つの
目安として，地域生活圏を維持・強化していくことが
適当であると考える。この圏域について，図─ 8 の
試行①～試行③のように設定して，試行的にシミュ

図─ 6　遠隔医療の拡大

図─ 7　住民 1 人当たりの行政コスト（自治体人口規模別）



15建設機械施工 Vol.73　No.12　December　2021

レートすると，図─ 8，9 のようになり，試行①（人
口 10 万人以上＋都市雇用圏人口 5 万人以上 10 万人未
満の圏域）では，高速道路の利用を含めた自動車によ
る時間距離で 1 時間ないし 1 時間半の範囲内に，農山
漁村に暮らす人も含め大多数の国民が含まれることと
なり，人口減少下において，地域で安心して暮らし続
けるためにも，また国土を適正に管理していく観点か
らも，適切であると考えられる。

なお，リアルでの提供が不可欠な機能が引き続き残
ることを踏まえると，人口減少下でも持続可能な形で
都市的機能を提供するため，居住域のコンパクト化は
重要である。

これらを踏まえ，デジタル化の推進，リアルの充実
に加え，両者を有効に組み合わせる取組を地域の特性
に応じて圏域単位で実施し，デジタル技術を暮らしに
実装することで，地域生活圏の活性化や利便性の向上

図─ 8　地域生活圏の県域シミュレーション（試行）（1）

図─ 9　地域生活圏の県域シミュレーション（試行）（2）
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を図る。これにより地域で安心して暮らし続けられる
環境を確保するとともに，地域固有の歴史・文化・自
然環境等も活かして，地方への人の流れを生み出し，
その受け皿ともなる個性ある多様な都市・地域を全国
に形成していく。

具体的な取り組みとしては，図─ 10 に示すものが
考えられる。

また，住民が地域生活圏において「真の豊かさ」を
実感するためには，デジタルとリアルを自らの判断や
ニーズに応じて組み合わせて使いこなす，新しい生活
スタイルを身につけていくことが肝要である。

このような地域生活圏の実現に向けては，データ連
携基盤の構築や運営等を含め，地域での実装を担う主
体が不可欠となる。国は仕組みづくりも含め，その実
現に向けて積極的に支援を行っていくべきであり，こ
れまで以上に多くの省庁が関係し横断的に取り組む必
要があることから，関係省庁間のさらなる連携支援の
充実の在り方についても検討していく必要がある。

4． デジタルの技術も活用した「交通ネット
ワーク」の充実

また，本特集における「先端土木・建設技術の開発」
という観点から，国土の長期展望における「ネットワー
ク」の視点の取組みの方向性の一つとして，ローカル，
ローカル間，ローカルとグローバル，グローバルのい
ずれの局面においても，デジタルによる代替可能性を

念頭に置いたそれらをつなぐ交通ネットワークの視点
についても言及する。
「交通ネットワーク」の充実における課題の一つと

して，高度経済成長期以降に整備され，建設後 50 年
以上経過する交通インフラが加速度的に増加してお
り，将来にわたって十分な機能や性能を維持すること
できるか危惧されている。2033 年における建設後 50
年以上経過する施設数の割合は，道路橋が約 63％，
トンネルが約 42％，河川管理施設（水門等）が約
62％，下水道管きょが約 21％，港湾岸壁が約 58％と
なる見通しであり，2018 年時点と比較すると約 2 ～ 6
倍に増加することが見込まれる（図─ 11）。

こうしたインフラにおいて 2019 ～ 2048 年度の 30
年間に必要となる維持管理・更新費を推計すると，機
能や性能に不具合が生じてから対策を行う「事後保全」
では最大約 280 兆円，不具合が生じる前に対策を行う

「予防保全」では最大約 190 兆円となる見通しであり，
「事後保全」から「予防保全」へ転換することで，維
持管理・更新費が約 3 割削減されると推計されている

（図─ 12）。
そのため，時代の変化に応じて既存インフラを引き

続き維持・更新すべきもの，集約・再編すべきものに
区分した上で，インフラ経営の視点を取り入れながら
予防保全型のメンテナンスを強化するとともに，AI
や自動化技術等によりインフラ分野のデジタル・トラ
ンスフォーメーション（DX）を進め機能の高度化を
図ることで，ストック効果を最大化していく必要があ

図─ 10　デジタルとリアルが融合する地域生活圏の具体的な取り組み
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る。また，効率性の観点では，交通インフラと情報通
信やエネルギーなど他分野のインフラを一体的に更新
することも有効であると考えられる。

さらに，インフラの維持管理等に携わる建設系技術
者は高齢化が進み，不足する傾向にあることが課題と
なっている。

インフラの維持管理に携わる「建設系技術者」につ
いては，2015年時点で約47.5％が50歳以上であり，「専

門的・技術的職業従事者」全般と比較しても高齢化が
進行している。また，2050 年における「建設系技術者」
数を推計すると，単純推計で約 4 ～ 7 割程度減少する
可能性がある（図─ 12，13）。

大規模災害が発生した際の対応も見据え，地域住民
のいのちと暮らしを守るエッセンシャルワーカーとし
て，自治体や地域の建設業等における人材の確保・育
成，技術の継承を図る。また，それらを補完する新技

図─ 11　インフラ等の老朽化

図─ 12　インフラの維持管理に携わる建設系技術者の高齢化
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術の導入等も進めていく必要がある。
以上の点も踏まえつつ，人口減少等の状況や時代の

変化を踏まえた上でも引き続き必要と判断される交通
ネットワーク基盤を，持続可能な形で維持・更新・充
実していく仕組みについても検討を進める必要があ
る。

5．おわりに

今後，この「国土の長期展望」を踏まえながら，国
土審議会に設置された計画部会において，新たな国土
形成計画について検討を進めていくこととしており，
令和 4 年 6 月頃に中間とりまとめを行う予定である。

急激な人口減少，少子高齢化が進む中で長期的な国
土づくりの目標を定めて，そこに至る道筋を明らかに
しておかないと，条件の厳しい地方から今後立ち行か
なくなる地域が増えていく。それを回避する必要があ
り，あらゆるステークホルダーが連携して行動しなけ
れば，地域の将来を守るのは難しい時代となってきて
いる。

新たな国土形成計画は，具体の政策につながる実効
性のあるものとし，各省の職員，地方自治体職員，民
間事業者といった様々な人々が国土づくりに関するこ
とを考えるときに，何に取り組めば良いか分かる計画
を目指していきたいと考えている。

現在、地域生活圏を維持・強化していく必要を各ス
テークホルダーに分かりやすく伝えるためにあらゆる

分野・施策と地域生活圏の関係性の再整理を行ってい
るところである。

各省庁や関係業界団体へのヒアリングも行いなが
ら、どのような人口規模で各施設の立地や施策を考え
るべきで、また将来人口が減少するとどういう心配ご
とがあり、その心配事に対して誰に何をやってもらう
必要があるのか具体化していきたい。

国土の長期展望において示されたローカル，グロー
バル，ネットワークという 3 つの方向性も踏まえて，
具体的目標と実現する道筋を講じる施策，政策展開に
当たっての検討すべき課題を整理して，明らかにして
いきたい。

�
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